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Anti-inhibitionのファンタジー

イオン化で叩き出されたお姫様（e−）はお城に

戻る（親イオンとの再結合）か、e+と結婚する

（Ps形成）かなどの選択肢があるが、悪いスキ

ャベンジャに捕まりそうであわやと云うとき、

良いスキャベンジャが現れてe+との結婚を支援

してくれる。
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1．はじめに
陽電子が電子一つと結合してポジトロニウム

（Ps, e+e−）というとびきり軽い“原子”が形成さ
れることが知られてから、「ポジトロニウム化学」
という名前の下でその反応性に着目する研究が行
われた。そして、Psは水素原子と同じように、
酸化反応、付加反応、スピン交換反応などを行う
こと、反応速度はほとんどの場合拡散律速である
ことなどが確かめられていった。1970年代後半
あたりからは研究の重心がPsの形成機構に移り、
伴ってポジトロニウム化学という言葉は使われな
くなって、今では“chemistry of positron and
positronium”と長たらしく呼ばれている。陽電
子もポジトロニウムもまだ多くの研究課題を持っ
ていることの表現であろう。その中でも今、ポジ
トロニウムの形成機構を正しく知ることがとりわ
け重要となっている。それは学問的な興味だけに
よるのではなく、Psをナノメートルサイズの空

孔のプローブとして用いるという実用的な目的の
ためにも必要なのである。そこでここでは、Ps
形成機構に関する問題について整理してみる。陽
電子一般について記述する余裕はないので、一般
的な解説書を［文献1～5］に引用しておく。

2．ポジトロニウムの概略
陽電子は通常高いエネルギーで物質に注入され
るが、イオン化や励起を繰り返して1 ps程度の時
間で熱エネルギー近くまで減速する。この際絶縁
体中では部分的にPsを形成するが、いずれにし
ても、e+またはPsの形で物質中を移動し、それ
らを捕捉するサイトがあれば捕捉されてそこで消
滅する。
陽電子は、消滅相手となる電子が陽電子の位置
にどれだけあるか（陽電子と電子の重なり密度）
に比例した速さで消滅する。陽電子と電子の対が
消滅すると2つ又は3つのγ線を出すが、2光子
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寿命の短い順にp-Ps, e+, o-Psの消滅による3つの指数
減衰関数が分解能曲線で畳み込まれている。それぞ
れの寿命τ、強度 I（全体に対するその成分の割合、%）
をデータ処理によって求める。化学でよく使われる
系（水、有機溶媒、高分子材料など）では o -Psの寿
命（τ 3）は o -Psが入り込んでいる空孔の大きさに依
存して1.5～4 ns程度である。



消滅が圧倒的に多い。2光子消滅では、電子の静
止質量meに等しいエネルギー (me c2= 0.511 MeV)
を持った2つのγ線がほぼ180度反対方向に放出
されるが、消滅する陽電子・電子対のエネルギー
と運動量Pが保存されることから、2つのγ線の
放出角度は180度から僅かの角度（θ2γ）ずれ、消
滅γ線のエネルギーEγもme c2から僅かにずれる
（図1参照）。(1)式は2光子角相関θ2γが運動量の
一成分に比例することを表しており、(2)式はド
ップラー効果による消滅γ線エネルギーmec

2の
からのズレが運動量成分に比例することを表して
いる。

Pz = me cθ2γ (1)

Eγ = me c2+ Px (2)

絶縁材料に注入されたe+が電子と結合してポジ
トロニウムを作るとき、e+とe−のスピンが反平行
（スピン量子数S = 0）になって結合したパラ-ポ
ジトロニウム（p-Ps）と平行（S = 1）で結合し
たオルト-ポジトロニウム（o-Ps）が1 : 3の割合
で生成する。p-Psは0.125 nsecの短い寿命で2光
子消滅する。o-Ps自体の寿命は142 nsecと長くか
つ3光子消滅するが、物質中では原子・分子と衝
突を繰り返す間に分子内の電子とe+が2光子消滅
する。このような消滅の仕方は“pick-off消滅”
と呼ばれているが、Psと周りの分子との衝突頻
度が高いほど、即ち気体では圧力が高いほど、液
体・固体では密度が大きいほど、o-Psの寿命が短
くなる。自由体積の無い極限的な状態はo-Psが
分子の中（電子雲の中）に入り込んでしまった状
態に相当し、寿命は0.5 nsecの程度になる。Psは
不対電子を一つ持ったフリーラジカルなので、酸
化、化合物形成、スピン交換など水素原子などでも
知られているような化学反応をするが、それらの
多くは拡散律速であるなど、反応性の基本なこと
ついては1980年代までにはほぼ理解されている。
物質中のPsの挙動は、電子を伴っているため

に他の分子の中に入り込むことができない（斥力
が働く）ことと、質量が極めて小さい（m = 2me）
ことで規定される。前者の性質によってPsは分
子間の隙間を好み、規則的な結晶の中ではBloch
波として動き、空孔型の欠陥があればそこに捕捉
される。空孔として半径 r高さ無限大の球形井戸
型ポテンシャルを考えると、Psのゼロ点エネル
ギーはE 0

Ps (eV) = 0.188/r (nm)2と表せるが、質量
が小さいのでこれはとても大きい。r ≤ 1 nmの孔
では rが1 %程度異なるとゼロ点エネルギーの差
は熱エネルギーよりも大きくなるので、Psはよ
り大きな孔に行き易い（より大きな孔を探す）。
場合によっては周囲の分子を動かして孔の大きさ
を拡げてゼロ点エネルギーを小さくすることによ
って安定化することもある（孔を掘る）注 1。

3．ポジトロニウム形成機構についての2つのモ
デル

絶縁物に注入された陽電子がPsを作ると（寿
命の短い順に）p-Ps, e+, o-Psの3つの寿命成分が
観測され注 2、寿命の長いo-Ps成分の強度を I3、そ
の寿命をτ3と呼んでいる（図1：PALのスペクト
ル例参照）。Psの生成機構については当初、(3)の
ようにe+が単純に分子から電子を引き抜いて結合
すると考えるモデル（Oreモデル）があった。

e+ + M → Ps* + M+ (3)

Psの結合エネルギーは6.8 eVでMのイオン化エ
ネルギー IMよりも通常小さいから、これは閾エ
ネルギー= IM − 6.8 eVの吸熱反応である。この閾
エネルギー以上のエネルギーを持ったe+がPsを
形成できるが、e+エネルギーが大きすぎると、
生成するPsに与えられる過剰エネルギー（3式Ps
の肩に付した*印）が大きすぎると、次の衝突で
媒質分子を励起・イオン化して壊れてしまう。従
ってPs形成出来るe+エネルギーは下記の領域の
ものに限られる。

c
2
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注 1 液体中ではPsはこのようにして自ら掘ったポジトロニウムバブルと呼ばれる状態にあると考えられている。
注 2 o-Psによる寿命の長い成分が2つある場合もある。その場合、より寿命の短い方（1 nsの程度）については帰属

が明らかでないことが多く、残された課題となっている。



IM − 6.8 eV < Ee+ < IM（または Iex） (4)

このモデルは希ガス中のPs形成を定性的に説明
できるが多くの多原子分子や凝集状態でのPs形
成を説明できないので、生成したPs*がホットア
トム反応する可能性などを取り入れてモデルを改
良する努力がされた。

1974年にMogensenおよびByakovによって独
立にスパー反応モデルが提案された。陽電子のよ
うな荷電粒子が凝集状態の物質に入射すると、局
所的にイオン化や励起の密度の高いところ（スパ
ー）を作りだしながら減速していく。1000 eV程
度のエネルギーに達するとLET (Linear Energy
Transfer) が急に大きくなって、イオン化が重な
り合い、末端スパーは多くのイオン化が含まれた
構造になる。陽電子はこのイオン化で生じた過剰
電子の一つと結合してPsとなることができる。

e+… → M++ e− + e+

e+による最後のイオン化 (5-a)
M+ + e− → M

電子と親イオンの再結合 (5-b)
e+ + e−→ Ps

Ps形成 (5-c)

反応 (3)はエピサーマル反応なので温度、相、化
学構造のわずかの違いによって影響をうけること
が少ないのに比べて、反応系 (5)はほぼ熱化した
e−とe+をPsの前駆体としているので、多くの物
理化学的な影響を受けることを可能にする柔軟な
モデルである。時間スケールは (3)が10

−13s程度、
(5)が10

−12s程度なので、いずれにしてもこれらを
直接見ることはできないが、(5)が起こっている
ならば放射線化学で起こっていることとの相似性
がなくてはならない。実際そのような相似性が多
くの研究によって示された。水溶液系で種々のイ
オンがPs形成を抑制する効果は水和電子との反
応性と良い相関があること［文献6］は既に古典
的な知見である。

4．電子捕捉剤の効果
既に古い論文であるが、この分野に新しく接す
る人のために、放射線発光（シンチレーション発

光）とPs形成に対する電子捕捉剤の効果を比較
した例［7］を紹介しよう。放射線発光では、イオ
ン化で出来た電子と親イオンの電荷がシンチレー
タ分子Sに移動した後に再結合して、シンチレー
タ分子の励起状態 S*が形成される。S*は発光
（または緩和）して放射線エネルギーを放出する。

放射線照射…→ M+ + e−

イオン化 (6-a)
M+ + e− → M

電子と親イオンの再結合 (6-b)
M+ + S→ S+

電荷移動 (6-c)
e− + S→ S−

電荷移動 (6-d)
S+ + S− → S* + S

荷電再結合・励起状態形成 (6-e)
S* → S+ hv

発光 (6-f)

Ps形成（反応系5）と放射線発光（反応系6）で
は前駆体が過剰電子であることが共通である。今
電子捕捉剤RXを加えて過剰電子の量を減らして
やれば、Ps強度と発光強度は同じように減少す
るであろう。そのような相関があることが実験的
に示されれば、スパーモデルが実証されたことに
なる。

e− + RX → RX − (7)

測定系は図2に示すようにいずれも時間測定であ
る。放射線発光測定ではCo−60を線源としてガ
ンマ線を検出してstart信号とする。溶媒（シク
ロヘキサン）には一定量のシンチレータ分子PPO
を加え、離して置いたPMでホトンの一つだけを
捕まえて（single photon counting）stop信号とし、
時間波高変換して計数をためると右図Aのような
発光時間スペクトルを得る。電子捕捉剤を加える
と発光が減少する様子も示してある。発光量は電
子捕捉剤を加えると減少するが、電子捕捉剤ごと
に反応性定数αを決めてやると、電子捕捉剤濃度
への依存性は放射線化学で良く知られている式
（実線）に還元される。同じ系についてPs強度を
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測定し、その電子捕捉剤濃度依存性をプロットす
ると4つのグループに分かれる（図2（2）のA~D）。
第1のグループ（アルキルハロゲン化物）は放射
線化学から予測される依存性（実線）にほぼ乗る
もので、これが期待されたものである。第2のグ
ループ（同じくアルキルハロゲン化物）は捕捉剤
の効果が予測より大きい。これらの電子捕捉剤は
ハロゲン原子が沢山くっついていて反応性定数が
大きいだけでなく、短時間に次のように解離し、
生成したX −が更にe+を捕まえるのでPs形成を抑
制する効果がより大きくなるものと考えられる。

e− + RX → RX − → R+X − (7-b)

第1、第2のグループともに電子捕捉剤の濃度が
小さい領域では放射線化学から期待されたほどの
効果はない。陽電子の最終スパーには多くの過剰
電子があるため、少し電子を捕捉した程度では
e+は別の e−を探すのに困らないためと説明した
が、決着がついているわけではない。
第3のグループは予測よりもPs形成効果が著し
く小さいものである。これは電子を捕捉している
時間が短いものと考えられる。第4は逆にPsの形
成を促進するもので、芳香族系の電子捕捉剤がこ
のグループに属する。これらは電子親和力が小さ
いので、e+は捕捉された電子を受け取ることが

出来る。

e− + Ar → Ar− Ar− + e+→ Ps + Ar (7-c)

Ps強度がこの捕捉剤を加える以前よりも増える
のは、親イオンに戻ってしまう筈だったe−も捕捉
されてe+に受け渡されるためである。

5．Ps形成の共鳴モデル
このように電子捕捉剤にはPs形成を促進する

ものと抑制するものとがある。私はこれを冗談に
“良い”捕捉剤と“悪い”捕捉剤と呼んでいる。
今一定量のC2H5Br（悪い捕捉剤）を加えてPs強
度を抑制しておき、良い捕捉剤（この場合はフッ
素化ベンゼンC6FxH6−x, x = 1~6）を添加していく
とPs強度が回復する（図3A）が、その回復が早
いほど良い捕捉剤の反応性定数が大きいことにな
る。このように悪い捕捉剤で Ps形成を抑制
（inhibit）させておき、次に良い捕捉剤がPs形成
を回復させることをanti-inhibitionと呼んでいる。
このような実験によって電子捕捉剤の効果を相対
的にではあるが精密に決定することができる。I3

が復帰する傾き∆I3/c（cは良い電子捕捉剤の濃度）
をC6FxH6−xの全ての異性体についてプロットする
と、Ip − EX（IpはC6FxH6−xのイオン化ポテンシャ
ル、EXはC6FxH6−xの励起状態のエネルギー、従っ

4
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放射線発光測定 

（シングルホトンカウンティング） 

溶媒＋PP0

+電子捕捉剤 Co-60

SD

TAC

PM

（1）

図2 （1）シングルホトンカウンティングによる放射線発光測定
（左）測定の概念図
（右A）発光の時間プロファイル。電子捕捉剤を加えると発光強度が弱まることが示されている。
（右B）発光強度（クエンチング補正）の電子捕捉剤濃度への依存性。濃度に反応性定数αを乗じた

reduced concentrationでプロットすると全ての結果は放射線化学で良く知られている依存性
（Warman-Asmus-Schuler式、実線）で表される。
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図2 （2）Ps形成実験
（左）測定の概念図
（右）Ps形成に対する電子捕捉剤効果　A：放射線化学との相似性（実線）が顕著なグループ、B：放射線

化学から期待されるよりも高い効果を示すグループ、C：顕著な効果を示さないグループ、D：Ps形
成を促進するグループ

図3 （A）anti-inhibition効果の例
シクロヘキサンに0.1 MのC2H5Brを加えてPs強
度を押さえておき、これにフッ素化ベンゼン
C6FxH6− xを添加するとPs強度が回復する。回復
の傾きが大きいほどC6FxH6− xの反応性定数が大
きい。

図3 （B）全てのフッ素化ベンゼン（C6FxH6−x, x=1

～6）とその全ての異性体についてanti-inhibition
実験から求めた反応性のプロット。フッ素化ベ
ンゼンの励起状態から電子を引き抜いてイオン
化させるのに必要なエネルギー Ip−EXと良い相関
がある（本文参照）。
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て Ip − EXは励起状態から電子を引き剥がすのに必
要なエネルギー）のプロットと同じ傾向を示しか
つ Ip − EX = 6.8 eVのところで反応性定数が大きい。
これはe+がC6FxH6−xの励起状態から電子を引き
抜いてPsを形成する過程を示唆する。

e+ + C6FxH
*
6−x → Ps + C6FxH

+
6−x (8)

Ip − EX = 6.8 eVで効率が良いことは、量子力学的
なエネルギー共鳴条件がこの反応を支配している
ことを示している。このことから我々は“Ps形
成の共鳴モデル”を提案した［文献7］。そのエ
ネルギー条件は次のように書き下せる。

Ee+ + Ee− + IPs ≥ EPs (9)

Ee+ , Ee−はe+, e−のエネルギー、EPsは形成された
のPsエネルギー、IPsはPsの結合エネルギーであ
る。前駆体e+, e−のエネルギーと結合によって生
じたエネルギーがPsのエネルギーに使われるこ
とを表しており、両辺等しい条件で共鳴的なPs
形成が起こる。高分子材料のようにいろいろな大
きさの空孔が数多くある場合、この共鳴によって
Psが空孔の中に生成する過程が可能である。こ
れは原理的にありそうなことではあるが、知見が
少ないので良く認知されているとは云えない。別
の在来的な考え方は、何らかの過程で先ずPsが
生成し、それが媒質中を動き回って何らかの過程
によって空孔にトラップされるとするものである
が、過程の細部が分かっていない。
以上、過剰電子として伝導体にあるe−、“良い”
電子捕捉剤に捕捉されて負イオンとなったe−、励
起状態にある電子などがe+に引き抜かれてPsと
なることができることを説明したが、捕捉電子
（trapped electron）もPsの前駆体となることが平
出［文献8］によって示された。説明のために図
4に低密度ポリエチレン（LDPE）中のPs強度
（I3）の温度依存性を示す。V字型をした依存性の
低温側で I3が大きい理由が長い間謎であったが、

試料をこの温度に急冷して測定するとこの I3の増
加が時間的に徐々に起こること、I3が増加した状
態に可視光をあてるとこの増加分が無くなること
から、陽電子照射で叩き出された電子の一部が低
温の媒体中にある捕捉サイトに捕捉され、時間と
共に蓄積して陽電子によって引き抜かれるように
なったものと説明される。低温固体で生じる捕捉

電子がPsの前駆体となる現象は多くの有機物で
観測されている注 3。
ここで、陽電子照射効果によってPs強度が減

少することの方が先に知られていたことを付け加
えておこう。これはポリプロピレンやポリエチレ
ンなどについて室温で見られる。陽電子照射で生
成したフリーラジカルなどが電子捕捉剤となって
Ps形成を抑制するものと推定されるが、フリー
ラジカル濃度との対応が定量的につかないことも
多い。フリーラジカルに酸素が結合して出来た
carbonyl基がPs形成を抑制する、架橋が起こっ

注 3 水やアルコールの液体中に出来る水和電子または溶媒和電子はe+と結合してPsになることができるか？という

問題がある。液体アンモニアにNa金属を溶かして溶媒和電子を生成させ、Ps形成に与える影響を調べた古い実

験では、溶媒和電子の影響は見られなかった。

C B

可視光 
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図4 低密度ポリエチレン（LDPE）中のPs強度 I3の
温度依存性
V字型依存性の低温側では、試料を急冷して陽
電子寿命測定を続けると捕捉電子が次第に蓄積
して I3が時間とともに増加する（上向き鎖線矢
印）。I3が大きくなった状態に可視光照射すると
捕捉電子はブリーチされてその効果が消滅する
（下向き実線矢印）。
（A,B,Cの記号は図5と関連している）



てPsが入れる空孔の割合が減るなど、多くの可
能性が提案されている。

6．スパー反応によるPs形成過程の詳細
陽電子の最終スパーはe+のおよそ1000 eV程度
の最後のエネルギーから出来た50個ほどのイオ
ン化を含むであろうことは大ざっぱに推定されて
いた。最近Stepanovは理論的な考察によってス
パー反応によるPs形成をさらに詳細に検討して
いる［文献9］ので、簡単に紹介しよう。陽電子
の最終スパーは3−4 nmの大きさであり、e+は散
乱されつつイオン化を行うので、50ほどのイオ
ン対は串刺し状に並ぶのではなく、ランダムに球
状に配置される注 4。Stepanovはこれをblobと呼
ぶことを提唱している。このblobは電気的に中性
であるためにe+はそれと相互作用することなく、
blobから離れて熱化していく。このように熱化し
たe+が拡散してblobに戻ってきた時、e−の1つと
弱く結合し、次いで媒体の振動励起にエネルギー
を放出しつつ結合を強めて、どこかに空孔があれ
ばそこでゼロ点エネルギーが低くなるので局在化
する。局在化の最初はe−が空孔にトラップされ、
e+はその周囲をRydberg状態のように回っている
だろう…。Stepanovのシナリオは探偵小説のよ
うに面白い。しかし、ここでは熱化して動き回っ
ている（quasi-freeな）e+, e−だけがPsに成ること
が出来、epithermalな過程は無いとされているが、
以下に述べるようにそれほど簡単ではない。

Ps形成過程を実験的に調べるには、先に述べ
た電子捕捉剤を加えるものの他に、電場を加えて、
結合しようとしている正負の荷電対を引き離して
やる方法もある。e+‥e−対の距離が離れている
ほど電場で引き離し易い注 5。低密度ポリエチレ
ンについての電場効果の結果例を図5に示す［文
献12］。実験はいくつかの異なる温度で行ってい

るが、図4のＶ字の谷（B：250 K）と低温側（C：
150 K）では電場効果がない。測定点BのPs形成
には温度効果も電場効果もないことは、それが
epithermalなPs形成過程であることを示唆してい
る。一方、室温付近（A1～A4）では電場効果が
ある。電場効果がある部分は thermalな過程であ
る。この場合には距離r0離れた荷電対に電場Eを
かけた時の結合確率Pを記述するOnsagerの式
（10式）を使って距離 r0を見積もることが出来そ
うであるが、(10)式のP = 1を図5の縦軸のスケー
ルとどのように合わせるべきか（B点の I3の値を
含めるのか別のアンサンブルであるとして除外す
るのか）という問題がある。含めた場合（除外し
た場合）r0の値は室温で13 (20) nm, 313 Kで11 (15)
nm, 333 Kで11 (15) nm, 353 Kで9 (10.5) nmとなる。
いずれにしても温度が上がるほどe+とe−の距離
が縮まるという結果になっている。これはこれで
新しい問題を提起している。

P = 1 − exp (− ) (1+ );   rc = ( ) (10)

スパー反応によるPs形成に thermalな過程と
epithermalな過程があるという認識が最近生まれ
つつある。ポリエチレン中ではe+はquasi-freeで
そのmobilityが大きいが、ポリカーボネートのよ
うに酸素を含む高分子中ではe+は酸素に捕捉さ
れているらしいことを最初に示したのは小林［文
献13］であるが、最近CDB（coincidence Doppler
broadening spectroscopy）で酸素が含まれるとe+

がそこに捕捉されることが実際に示されている
（CDBを解説する余裕がないが、例えば［文献
14］）。このような場合にはthermalなPs形成は抑
制されて、epithermalなPs形成だけが現れるこ
とになる。Shantarovichも thermalとepithermal
のPs形成過程があること、ポリイミドの中の酸

e2

εkT
eErc

2kT
rc

r0
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注 4 このためe+とblobの位置関係はe+が入射した方向に対して等方になっている筈であるが、実際電場実験によっ

て確かめられている［文献10］。ミュオンの場合は、入射したµ+は最終的なスパーを作った後入射方向の下流で

熱化する［文献11］のと異なっている。
注 5 例えば 100 kV/cmの電場を= 0.023 V/2.3 nmのように換算すると電場効果の大ざっぱな描像が得られる。

100 kV/cmの電場は、室温では2.3/ε nm（εは静誘電率、非極性物質中ではε～2）程度以上離れているe+− e−対

に対して温度揺らぎ （0.023 eV）と同じ程度の静電ポテンシャルを与えるので、この距離以上離れた荷電対につ

いて電場効果が現れる。より接近したe+− e−に対してはより高い電場でないと電場効果が期待できない。



素を含んだ基がthermalなPs形成過程を抑制する
だろうことを議論している［文献15］。Quasi-free
なe+, e−を前駆体とするthermalな過程ではそれら
のmobilityが高いとPs強度が大きいだろうことが
期待されるが、必ずしもそのような相関がない

［文献16］ことも、関連して引用しておこう。

7．おわりに
Oreモデルかスパーモデルかという二者択一的
な問題設定は過去のものとなりつつある。Oreモ
デルの要点は (4)式で表される高いエネルギー領
域でe+が電子引き抜きをすることにある。凝集
状態でこれは起こらないというのは本当だろう
か？スパーモデルの要点はイオン化で叩き出され
たe−との二次的な反応としてPs形成することに
ある。その範囲でもthermalな過程とepithermal
な過程がありそうだが、このepithermalな過程は
Oreモデルとどう違うのか？　またe+自らが作り
出したスパー内のe−だけでなく、捕捉電子として
低温で蓄積されるe−もPsの前駆体となることが
明らかとなったが、これはスパーモデルの延長線
上にはあるがスパー内反応ではない。
このようにPs形成の機構についての理解はゆ

っくりとではあるが、着実に拡がって進んでいる。

Psをナノメートル空孔のプローブとして用いる
実用上の要求からも、Ps形成機構の理解がこれ
から加速されることを期待したい。
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図5 低密度ポリエチレン（LDPE）中のPs強度 I3の異
なる温度での電場効果
記号 A1～A4, B, C は図4で示す温度。電場の
低いところの傾斜（実線）からe+とe−の距離を
計算する（本文参照）。
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静岡県焼津市は、静岡市の南東20キロメート
ルの静岡県中央部に位置する遠洋マグロ本拠地
（1951年（昭和29年）当時の人口は約7万人足ら
ず）の街である。その港を母港とする第五福龍丸
が1951年3月14日に帰港し、乗組員が持ち帰っ
た爆発の灰を分析した結果、新型の水爆とわかり
一般市民を巻き込むこととなったこの事件は世界
中に衝撃を与えた。焼津に帰港した乗組員23人
は直ちに病院の検査の結果入院し治療を受けた。
第五福龍丸が捕ってきた魚から放射能が検出さ
れ、放射能汚染された魚はただちに廃棄処分とさ
れた。
第二次世界大戦後、1950年代では、アメリカ、
ソ連、イギリスなどの国は核兵器開発のための核
爆発実験を大気圏内で盛んに行っていた。アメリ
カは 1946年からマーシャル諸島で実験を始め、
ビキニ、エニウエトウク環礁などで計67回の核
爆発実験を繰り返し行っていた。1951年3月1日
早朝、焼津のマグロ漁船である第五福龍丸はビキ
ニ環礁北東の公海上でアメリカの核実験に遭遇
し、“放射能灰”が長時間にわたり船と乗組員の
上に降りそそぎ、乗組員の体に異変が起きた。
これらの出来事がおきて今年の3月1日で50年
が経過した。焼津では、原水爆の実験禁止を要望
する決議、核兵器廃絶を願う焼津宣言、平和都市
焼津宣言などがだされて、6月に被災50年特別展
「第五福龍丸－平和の願い－」が開催されている。
ビキニ事件に関連した多くの催し、また多くの出
版物が刊行さている。
さて、日本放射化学会事務局から、周り回って
私にこのビキニ50周年の記事の執筆を「放射化
学ニュース」に、とのご依頼があった。この企画
は、まことに時宜に適したものである。当時この
事件に携わった静岡大学のおもな関係者は、すで
に故人となっており、また、現役の静岡大学関係
者が執筆されるのが適当と思われたが、諸事情か

ら、あまり適当ではないが、あえて筆を執った次
第である。もっとも私は、ビキニ事件には直接に
関係しておらず、ただ周囲にいたのみである。そ
のようなことから、私の少ない見聞しかなく、標
記の副題にあるようなことしか執筆することがで
きないことを、あらかじめご容赦を頂きたく願う
のである。
静岡大学における放射化学及び放射線利用の研
究は、1951年に始まり、1954年1月に放射性同位
元素研究会が設けられた。建物の一部にラジオア
イソトープ実験室が設置され、共同利用に使用さ
れていた。同年3月、第五福龍丸のビキニ環礁に
おける船員の被災事件が発生し、その放射能汚染
状況の調査研究を行うことになり、その研究範囲
及び実験量が飛躍的に増大した。このビキニ事件
を契機として、種々の分析的な手法を用いた核分
裂生成物の系統的な分離などが行われた。また、
環境放射能問題の分野でもフォールアウトの測定
に成果をあげた。1954年は、ビキニ事件ととも
に重要なことは、わが国の原子力開発の国是が決
まり、最初の原子力予算が国会を通過し、原子力
時代の幕開けの年であった。引き続いて特殊法人
日本原子力研究所が開設され、ビキニ事件をきっ
かけとして当時の科学技術庁の付属機関として放
射線医学総合研究所が発足した。日本で最初の原
子炉が完成し、運転を開始したのがビキニ事件の
3年後であった。
一方、おもに静岡大学の文理学部を構成してい
る物理、化学、生物及び地学教室では、放射化
学・放射線化学の研究が進展し、必然的に設備人
員の拡充が要望された。1956年度に放射化学研
究施設の設置の議が起こり、文部省との折衝の末、
1958年文理学部付属施設として発足した。その
施設の第1部門（放射体化学及び核化学）の設置
が認可され、教官3名、事務官1名であった。
1957年に第1回放射化学討論会が東京で開催さ

ビキニ事件50周年　ー静岡大学とのかかり合いを中心にー

長谷川圀彦（静岡大学名誉教授）

歴史と教育



10

放射化学ニュース　第10号　2004

れ、第2回討論会（京都）に引き続いて第3回討
論会が1959年に静岡大学で開催された。当時は
ビキニ事件のことは一段落したあとであったが、
大学関係者の放射能に対する関心は高く大学あげ
ての騒ぎであった。また、報道関係席も設けられ
る状況であった。この討論会の出席者の中には、
アメリカのローランド教授（1995年ノーベル化
学賞受賞）の姿があり、初の来日であった。その
後多くの日本人研究者が教授のもとに留学され、
国際シンポジウムや日米セミナーと、日本の放射
化学にとって極めて縁の深い存在となった。

1965年学部の改組に伴って理学部付属施設に
改められ、その3年後の1968年に第2部門（同位
体化学）が設置され、2部門に拡大された。
その後、静岡大学のキャンパスは、現在の場所
に移転し、新しい研究施設で活動を続け、理学部
のみならず全学の放射能利用研究活動の中心とし
ての役割を果たしてきた。研究教育面では、化学
科の学生の一部を卒業研究生として受け入れてい
た。講義の面では放射化学、同位体化学及び放射
線化学を担当してきた。1976年度に大学院理学
研究科修士課程が新設され、両部門は化学専攻の
講座に属して講義及び研究指導を行ってきた。
静岡大学としては、2回目の放射化学討論会

（第20回）が1976年に開催され、討論主題として
環境放射能が盛り込まれた。
また、1994年（平成6年）には第38回放射化学
討論会が静岡で開催された。この年は、くしくも
ビキニ事件から40周年の年であって、大学にと
ってもまことに意義深いものであった。討論会の
前日には記念講演会を催した。

1996年度に理学研究科の改組によって理工学
研究科が発足し、両部門は博士後期課程では物質
科学専攻物質構造科学講座に、博士課程前期課程
では化学専攻機能科学講座に属して、引き続き大
学院の研究教育を担当している。この間多くの原

子力関連の研究者や技術者を育成し、また多くの
教育関連の人材を社会に送り出してきた。
ビキニ事件直後の十数年間は、全国の理学部に
放射化学講座あるいは放射線化学講座が新設さ
れ、工学部には原子力工学関連の講座が立ち上が
った。その後しばらくして放射能・放射線関連の
講座の改組、改廃、名称の変更などで、新設時の
名称を維持しているところは数えるほどに減少し
た。この間、放射化学研究施設においても例外で
はなかったが、改組・改廃だけは免れた。

2002年度には放射化学研究棟及び実験棟の全
面改修が行われ、別の場所にあった2つのRI実験
室の管理区域を統合し、使用核種数及び使用数量
を増やして施設の建物を一体化して機能的なもの
とし、全館を管理区域とした新たな名称を放射科
学実験棟とした。放射化学研究施設の教官研究室
及び事務室などは実験棟とは別棟に移転し、教育
研究の更なる発展充実をはかった。
昨今、大学の放射線教育が全国的に衰退し、将
来的に放射線・原子力に関わる人材が不足する恐
れが懸念されている。2004年から国立大学法人
化に伴い、静岡大学としては放射化学研究施設が
中心となって、全理学的な放射線教育を行うこと
によりエネルギー環境問題、放射線・原子力問題
の分野における将来の人材の確保と育成のための
教育をめざし、実施し始めている。

1986年、旧ソ連ウクライナ共和国で発生した
チェルノブイリ原発事故、1999年、茨城県東海
村で発生したJCO臨界事故等は技術的な欠如の問
題の事故であってビキニ事件とは異質である。不
幸なビキニ事件は、科学の世界のみならず国際的、
社会的、政治的等いろいろな面で問題をもたらし、
またさらに今後ももたらし続けるだろう。
本小稿の執筆にあたりご協力いただいた静岡大
学放射化学研究施設長、菅沼英夫教授に厚くお礼
申し上げる。
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ビキニ事件の資料（静岡大学から財団法人第五福龍丸平和協会に永久貸与）
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1．はじめに
荷電粒子励起X線（Particle Induced X-ray

Emission：PIXE）分析法は、静電加速器などか
ら取り出される高エネルギー荷電粒子線（通常2

～3 MeV程度の陽子線）を励起源とする、高感度
微量元素分析法のひとつである。試料に照射する
と、内核電子が原子外にはじき出され、エネルギ
ー順位の高い軌道電子が空席を埋め、このエネル
ギー差に相当する特性Ｘ線を放出する。この特性
Ｘ線のエネルギーは元素に固有のものであり、Ｘ
線強度は元素量に比例するので、特性Ｘ線を測定
することによって元素の定性定量を行うのが
PIXE法の原理である。荷電粒子は、Ｘ線やガン
マ線に比べて、原子の軌道電子を2から5桁励起
しやすい。また陽子は、電子励起に比べて、ター
ゲット原子による制動輻射Ｘ腺によるバックグラ
ウンドが低くなる。さらに、Si (Li)半導体のよう
なＸ線検出器の特性上、水素、炭素、窒素、酸素
に関する感度が非常に低くなるので、これらの元
素を主成分とする生物試料にとって、中・重元素
の検出を容易にする。生体試料を分析する場合の
実効的な元素の検出限界はng（ナノグラム）レ
ベルである。また、試料に荷電粒子を照射し、励
起されたＸ線をスペクトル解析するだけなので、
溶解、分解などの化学処理を必要としない多元素
同時・非破壊分析法でもある。
さらに、この方法のもっとも優れた特徴は、マ
イクロビームスキャンニングがおこなえることで
ある。励起源である荷電粒子ビームを磁場により
ミクロンオーダーに絞り、偏向コイルや平行版電
極をつかって試料表面を走査すると、非常に微細
な試料（例えば、一個の細胞）の元素マッピング
ができる。本稿では、放医研のPIXE分析装置を
紹介するとともに、生体試料への応用例を示して、
PIXE分析法の有用性と将来の可能性について述
べることとする。

2．放射線医学総合研究所のPIXE分析装置
加速器は、High Voltage Engineering Europe社
製Model4117MC Tandetron（タンデム型ダイナ
ミトロン、定格加速エネルギー 0.4～ 3.4 MeV
（1H+）、最大定格ビーム電流 5μA（3.4MeV））で、
イオン源は、ディオプラズマトロンを2基備え、
陽子とヘリウムイオンの加速ができる。PIXE分
析用のビームラインは、図－1に示すように、コ
ンベンショナルPIXEライン、気中PIXEライン、
マイクロビームスキャンニングPIXEラインの3

本である。
コンベンショナルラインでは、直径2cm以下

の試料を15個装着できるサンプルホルダーを備
え、Si (Li) やCdZnTeＸ線検出器によって、Na
（Z=11）からU（Z=92）の元素分析が可能である。
図－2は、NIST (National Institute of Science and
Technology, USA)の標準試料Oyster Tissueを分
析した時のスペクトルである。20分間の照射に
より、10元素が検出されている。
マイクロビームスキャンニングPIXE分析シス
テムは、Oxford Micro-beams社製Model OM2000

で、陽子線のマイクロビーム化のための 0.5mm
Φのobject slit、2組のX-Y slits、1組のquadru-
pole triplet magnetsと、試料表面の陽子ビーム走
査用のscanning coil、システムの運転管理とデー
タ処理用のソフトウェアで構成されている。プロ
トンビームのサイズは、1μm～2mm角の可変
で、最大ビーム電流は50pA、最大ビーム走査範
囲は2.5mm×2.5mmである。Ｘ線検出器はSi (Li)
を用いている。これにより、試料表面上最大
2mm角の部位で、空間分解能1μｍの元素マッ
プを多元素同時に作成することができる。図－3

に照射チェンバーのレイアウトを示す。ビームサ
イズの調整やサンプル表面の状態の確認などに使
用するマイクロスコープとビーム軸に対し45度
の角度に配置したSi (Li)半導体検出器を備えてい

放射線医学総合研究所　静電加速器棟：PIXE分析装置（PASTA）

湯川雅枝（放射線医学総合研究所）

施設だより
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DSイオン源 
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マイクロPIXE分析部 

コンベンショナルPIXE分析部 

気中照射 PIXE分析部 

マイクロビーム細胞照射装置 

図1 放医研のPIXE分析装置（PASTA）

図2 NIST 標準試料Oyster TissueのPIXEスペクトル
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る。サンプルは、10×24mmのアルミ板に空け
られた5mmΦの穴の中心に試料をバッキングフ
ィルムで固定する。3軸マニピュレータの取り付
けられたサンプルホルダーに、5枚同時に取り付
けられるようになっている。さらに、Oxford
Micro-beams社製のSTIM (Scanning Transmission
Ion Microscopy)装置が導入さた。これは、プロ
トンが試料を通過する時に起こるエネルギーロス
が試料の厚み及び密度に依存することを利用した
もので、試料の厚み・密度を視覚画像として捕ら
えることができるようになった。これにより、
PIXEの元素マップだけでは捕らえにくかった、
比較的均一で薄い生物試料などのスキャンニング
範囲がリアルタイムで確認できるようになった。
例を後に示す。
通常、PIXE分析では、乾燥試料を真空チェン

バー内で照射するが、液体や生の試料の照射を行
うためには、大気圧での照射が必要であり、気中
PIXEラインを構築した。このラインでは、プロ
トンビームを大気圧気体中へ取り出すので、チェ
ンバーに収まらない大きさの試料の照射が可能で
あり、真空中照射よりも試料の損傷も少なくて済
むので、考古学的な試料への適用が可能となる。

将来は、液体クロマトグラフ装置のような化学形
によって分離を行う機種と元素分析機である
PIXEとの結合を行い、HPLC－PIXEを実施した
いと考えている。
この装置は、PIXE Analysis System at Tandem

Accelerator Facilityの頭文字をとってPASTAと
呼ばれており、平成16年4月より放医研の共用施
設に指定され、一般の利用に供する体制が整えら
れつつある。共同研究を前提として、成果の公表
をすることにより無料での提供が可能であり、月
に1回分析サービスウィークを設けて種々の相談
に応じている。放医研のホームページから、産学
官連携・研究交流→施設・設備の共用→PASTA
と入っていただければ情報が得られる。

3．生体試料への応用例
3.1 ストレス負荷メダカ中のメタルバランスシ

フト研究へのコンベンショナルPIXE分析の
応用

メダカは、入手が容易で、飼育維持費も他の脊
椎動物に比べて安い。狭い空間で室温飼育が可能
であり、淡水でよい。これらのことから、環境モ
ニタリング指標として有望な小動物の代表と考え
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図3 マイクロビームスキャンニングPIXE装置の照射チェンバー



られる。放医研で系統維持している近交系ヒメダ
カを用いて、Ｘ線照射と塩水飼育というストレス
をかけ、体内臓器中の元素濃度を測定し、ストレ
スによる必須微量元素の濃度バランス変化を観察
した。取り出した臓器は、脳、眼、心臓、脾臓、
肝臓、エラ、エラブタ、生殖器、胃腸管、尾ビレ
である。これらを凍結乾燥後、2.6 MeV陽子、ビ
ームサイズ1×1mm、ビ－ム電流15nA、照射時
間600秒の条件でPIXE分析した。各臓器は、大
きい方の腸管や尾びれでも数mm、心臓や腎臓は
0.5ｍｍほどの小ささであり、PIXE分析によって
多くの元素が同時分析可能であると言える。
図－4に、ストレスを負荷したメダカの臓器中

Fe、Cu、Zn、Mn含有量を対照との比で示した。
肝臓と脾臓では、ストレスをかけたメダカで濃度
が高く、卵巣では低い傾向が見られた。また、胃
腸管では、ストレスをかけたメダカで含有量が減
るようであった 1）。まだ予備的な実験段階である
が、PIXE法によりストレスによるメタルシフト
検出の可能性が示されたので、今後実験を重ねる

とともに、重金属、有機塩素剤の負荷および複合
影響についても研究を行いたい。

3.2 マイクロビームススキャンニングPIXE分析
による元素マッピング

3.2.1 クロッカスの雄しべ
植物の試料として、クロッカスの雄しべを対照
とした例を示す。クロッカスの雄しべをプレパラ
ート上で軽く押しつぶして乾燥したものをサンプ
ルホルダーにのせて照射試料とした。ビームサイ
ズは約1μm、スキャンニングエリアは2.5mm×
2.5mmである。雄しべの形がＫマップによって
はっきりと見られる（図－5）。小さな球は、一
つ一つの花粉である。この花粉1個を拡大してマ
ッピングしたものが図中右部に示してある。スキ
ャンニングエリアは50μm×50μmで、6元素
のマップによって花粉の形が描かれた。花粉の大
きさは、約30μmと推定される。この場合、花
粉の表面だけを観察していることになるが、断面
を出すことができれば、花粉内部の元素分布を見
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図4 ストレスを負荷によるメダカ臓器中Fe、Cu、Zn、Mn含有量の変化



ることができることになり、1個の細胞中での元
素分布の観察が可能であることが示された 2）。

3.2.2 メダカの眼球
図－6にメダカの眼球の凍結切片を用いて得ら
れたSTIM画像とPIXEによるSおよびZnの分布
図を示す。メダカ切片の組織画像が元素マップと
同時に得られるので、元素の分布と組織図との重
ね合わせがリアルタイムで行える。これにより、
Sは水晶体に、Znは角膜上に多く分布しているこ
とが明らかとなった 3）。

4．PIXE以外のマイクロビーム利用法
以上述べたように、放医研のマイクロビーム装
置は、プロトンやヘリウム原子核（アルファ粒子）
を数MeVに加速し、1μｍオーダーのマイクロビ
ームとすることができる。この性能を利用して、1

個の細胞の狙い撃ちや、細胞中の細胞核やミトコ
ンドリアなど微少器官だけを照射するマイクロビ
ーム照射装置が設置された。これにより、By
stander効果等、放射線の生物影響メカニズムが解
明されることが期待される。また、マイクロビー
ムによる表面走査の精密制御が可能なので、マイ

クロマシナリーの分野でも利用が可能と思われる。

5．まとめ
近年、生体内微量元素の生理学的な役割が注目
されている。水俣病、イタイタイ病に代表される
重金属中毒や、皮膚障害に見られるZnの欠乏症
のような、微量元素の健康影響解明や防護に始ま
った研究は、中毒症や欠乏症のメカニズム研究か
ら、微量元素が生命活動で担っている役割、そし
て微量元素相互あるいは共存物質とのCombined
effect解明へと進んでいる。非常に微細な試料、
例えば一個の細胞中での元素分布の把握が可能
PIXE分析法はこれらの分野において、強力なツ
ールとなることが期待される。

参考文献

１）Yukawa, M., Imasseki, H., Yukawa, O.: Micro-
beam scanning PIXE in NIRS and the applica-
tion tests to biological samples. International
Journal of PIXE 10: 71-75, 2000.
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Elemental Distribution in organs of Medaka,
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図6 メダカの眼球のSTIM画像とPIXEによる元素マッピング
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5月にマドリッドで行われた第11回国際放射線
防護学会に先立ち、スペイン南部の都市セビリア
にM. Garía-León教授（学部長）とR. García-
Tenorio教授を訪問した（写真-1）。Garía-León教
授はセビリア大学で初めて環境放射能研究をスタ
ートさせ、特に環境試料中のTc-99の測定を1980

年代から行っている。現在は I-129の分析も行っ
ているが、これについては後述する。また、
García-Tenorio教授は特にαスペクトロメトリの
専門で、一般にNORM（Naturally Occurring
Radioactive Material）として知られている試料、
例えばリン酸肥製造工場近傍の河川堆積物やペン
キに使用されるTiO2の原料である illmeniteのU
同位体分析なども行っている。
彼らの分析機器が一部新施設に移設されたとい
うことで、一緒に見学に行った。セビリア大学で
はこれまで学内に分散して置かれていた共同利用
可能な機器を一カ所に集めて、CITIUS（スペイ
ン語でCentro de Investigación, Tecnología e Inno-
vación. Universidad de Seviila、英語でSeville
University Central Service for Research and Inno-
vation）という新施設をA. Ramirez教授をセンタ
ー長として今年3月に竣工したばかりであった。
CITIUSは70%がEU出資であり、地域産業にも
貢献するために、企業や個人ベースの分析依頼や
共同研究も行い、それにより運営資金の15-20％
をカバーすることを想定している。この施設には、
生物学、化学、物理学などの関連分野からの機器
納められ、放射能測定エリアもある。この施設は
主に共同研究利用ということで、アンダルシア地

方の観測点からサンプリングされた環境試料中の
全α、全β、H-3やRa測定などが行われる。ま
た、最新型のICP-MS等も導入されており、測定
対象を微量元素や長半減期核種に広げていくとの
ことである。
現在、両教授は、環境放射能研究を進めるにあ
たって強力な機器である加速器質量分析装置
（AMS）の導入を進めている最中であった。今の
ところ彼らのI-129測定は国外のAMS施設で行っ
ているのであるが、今後、恐らくは 2年以内に
AMSを大学から車で20分程度のところにある施
設に導入し、そこで測定ができるようになるとの
ことである。AMSはC-14測定で力を発揮してい
るが、Pb-210やCs-137によるDatingの技術を持
つ彼らにとっても、C-14が測れるとなると利用
範囲が増えるのではないかととても期待している
ようであった。これまでにも彼らと共同研究を行
ってきている我々としても、今後の発展を楽しみ
にしている。

セビリア大学物理学部（スペイン）における環境放射能研究について

田上恵子（放射線医学総合研究所）

コラム

左からR. García-Tenorio教授、M. García-León教授、
内田滋夫博士（放医研）



2004年3月、NASAは火星探索機、Opportunity
が着陸したMeridiani PlanumのEagle crater表
面の岩石･土壌を 57Feメスバウアー分光により分
析したところ、主に鉄の硫酸塩、 Jaros i te ,  
MFe3 (OH)6 (SO4 ) 2 (M=K, Na, H3O)、ヘマタイト,
α-Fe2O3および玄武岩（橄欖石、輝石）が存在し
ている事を発表した。ほぼ100m離れたより小さ
な Fram craterと 500 − 600m離れた大きな
Enduranc craterでも Jarositeの存在が認められ
た。Jarositeの存在は火星のこの地域に水がかつ
て大量に存在したことを証拠立てるものであり大
きな関心を集めた。
平原とEagle craterの大部分は 5 − 6mmから

1cmの直径の小球で覆われ、その主成分はヘマタ
イトであった。Meridianiの土壌は玄武岩質であ
り、Gusev craterと同じく橄欖石が主であった。
火星探索機、Spiritが着陸したGusev crater には

橄欖石-玄武岩が存在している。土壌と岩石中には
マグネタイトが存在し、橄欖石が主成分である。
これらの結果はヨハネス・グーテンベルグ大学

（マインツ大学）の P. Gutlich教授のグループに属
するG. Klingelhofer博士らによって開発・製造さ
れた 2世代目のMiniaturized Mossbauer Spec-
trometer （MIMOS II）によって得られたもので
ある。

Klingelhoefer博士は10月28日の「日本放射化
学会年会」で招待講演をし、11月1日には「日本
化学会メスバウアー分光研究会講演会」で講演を
行う事になっている。後者の講演、｢Mössbauer
mineralogy of soils and rocks at Meridiani Planum
and Gusev Crater on Mars and its implications on
the history of water on Mars｣は日本物理学会、日
本鉱物学会、日本地球化学会、日本惑星協会など
11学･協会によって協賛される。

19

放射化学ニュース　第10号　2004

メスバウアー分光が見つけた火星の水

竹田満洲雄（東邦大学理学部化学科）

コラム
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1. 第5回「環境放射能」研究会
宮本ユタカ（日本原子力研究所）

今年で5回目を迎えた「環境放射能」研究会が
平成16年3月2日から4日までの3日間、つくば
の高エネルギー加速器研究機構で開催された。主
催は高エネルギー加速器研究機構放射線科学セン
ターと日本放射化学会α放射体・環境放射能分科
会で、共催は日本原子力学会保健物理・環境科学
部会に加えて日本放射線安全管理学会と日本放射
線影響学会が新たに加わった。また、今回の研究
会から代表世話人が近藤健次郎、三頭聰明両先生
から、五十嵐康人、三浦太一両氏に交代し、世話
人が新たに15名となった。参加人数は約160名、
発表件数は70件（内、依頼講演が5件、ポスター
発表が40件）と、参加人数並びに発表件数とも
に前回とほぼ同じ数であった。学会開催ラッシュ
から外れているために参加しやすいのもその一因
ではあろうが、1会場での十分な発表時間や参加
者からの活発な討論、掘り下げた議論が研究会の
盛況につながっているのではないだろうか。
毎回、討論課題となるテーマを決めて開催して
いるこの研究会であるが、今回は「最先端の分析
技術－環境放射能研究への応用とその可能性」で
あった。研究会案内のメールでご覧になった方も
多いだろうが、このような討論課題とした背景に
ついて述べられている文章を再度、引用しておく。
『環境放射能研究では、すでに分析、測定技術は
限界まで到達したかのように考えられています
が、分析化学－分析科学を眺めてみると、ナノテ
クなどの最先端技術が、さまざまな形態で、さま
ざまな応用法として取り入れられつつあります。
こうした最先端技術は直接的にではないでしょう
が、間接的に関連する分野での研究開発の波及効
果を生む可能性が大きいと思われます。いわゆる
放射能測定だけに拘泥せず、関連分野も含めて、
最先端の分析技術で、環境放射能分野で何が可能

か追求し、あらためて「測る」ことの意義も追求
してみようと考え「最先端の分析技術－環境放射
能研究への応用とその可能性」を今回のテーマと
しました』。この観点から依頼された講演の話題
は、Ｘ線吸収微細構造分析（XAFS）や希土類元
素パターン（Masuda-Coryellプロット）、高速液
体クロマトグラフィーや電気泳動と組み合わせた
質量分析法、ガラスマイクロチップを使った分
離・化学反応の集積化で、環境放射能研究の分野
ではなじみが薄いけれども興味深い分析技術や解
析手法について、分かりやすい総説や研究紹介が
なされた。個人的には、ガラスマイクロチップを
使った分離・化学反応の集積化は環境試料の極微
量分析への応用が可能なのではないかとの感想を
持った。
また、今年3月で筑波大学化学系を退官された
関 李紀 教授に今までの研究活動などについて依
頼講演をして頂いた。JCO事故時の環境放射能測
定やCl-36の濃度分布など多岐にわたる研究成果
を示しながらdecay outしてしまったものや、ま
だ残留しているものについてのお話しが尽き無か
った。演題が「消え行くものから」となっていた
ためか参加者からは関先生が消えてもらっては困
るとの声も上がっていた。
本研究会で発表された内容は例年通り、プロシ
ーディングとしてKEKから発行される予定であ
る。今後とも研究会が盛会であることを願ってや
まない。

2. 第41回理工学における同位元素・放射線研
究発表会

岡田往子（武蔵工大 工学部 環境エネルギー

工学科）

2004年7月7日（水）から9日（金）の連日の猛
暑の中、「第41回理工学における同位元素・放射
線研究発表会」が日本青年館（東京）で開催され
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研究集会だより



た。口頭発表143件（陽電子消滅26件、ライフサ
イエンス 6件、放射線管理 4件、地球科学 8件、
放射線測定機器・測定法17件、安定同位元素6件、
製造・分離2件、分析8件、メスバウアー効果15

件、放射線効果26件、自然放射能17件、放射線
教育3件、トレーサー利用5件）ポスター発表23

件であった。その他に特別講演3件、パネル討論
4主題が開催された。
本研究会へは久しぶりの参加だったため、例年
との比較が出来ないが、特別講演　小佐古敏荘先
生（東大・原総センター）「除外・免除・クリア
ランス」とパネル討論「学校における放射線教育
の新しい展開」に参加した感想を若干触れたいと
思う。
まず、小佐古敏荘先生の「除外・免除・クリア
ランス」の講演では、私たちの社会では大量消
費・大量廃棄物の時代を一日も早く終わらせ、循
環型社会形成の促進が強く求められているが、こ
れは原子力産業も例外ではないと実感した。原子
炉解体に伴う廃棄物で「無視しうる線量（10μ
Sv/ｙ）」（クリアランスレベル）以下であれば、
再利用でき、現在、そのための「クリアランス制
度の整備」が求められている。「対象物の測定・
判断」はまさに我々の範疇であるため真剣に取組
む必要性を痛感した。
また、パネル討論「学校における放射線教育の
新しい展開」では、実際の学校教育で放射線教育
がどの様な位置にあるが、現状はどうなのか、5

名の講師がそれぞれ発表と言う形で行われた。こ
の問題が理数系の学力低下・放射線アレルギー・
原子力諸問題・エネルギー問題・社会問題など大
きく・広い問題を抱えていることを浮き彫りにさ
れた討論会であった。今後も是非このような討論
の機会を作っていただき、現場の意見が反映される
ような場としていただきたいという感想を持った。
その他、研究発表及びポスター発表でも各会場
とも盛況であったように感じた。年齢層として若
い層の参加が少ない印象を持った。

以下に特別講演及びパネル討論について講演者と
演題を記載する。
特別講演
¡小佐古敏荘（東大・原総センター）「除外・

免除・クリアランス」
¡永田　靖（京大・院医）「画像診断技術と放
射線治療の進歩」

¡矢野安重（理研・和光研）、「放射性同位元素
ビームによる研究と理研RIビームファクト
リー」

パネル討論
分子イメージング　パネル討論
¡間賀田泰寛（浜松医大・光量子医学研究セン
ター）「マイクロPET」

¡入江俊章（放医研）「脳：PETによる脳内ア
セチルコリンエステラーゼ活性の機能測定」

¡吉田勝哉（旭中央病院・PETセンター）「循
環器病の分子イメージング」

¡中村佳代子（慶応大・医）「癌」
赤外自由電子レーザー（FEL）利用技術の発展
¡太田俊明（東大・院理）「放射光科学と赤外

FEL科学」
¡池北雅彦（東京理大・理工）「赤外FELと生
命科学」

¡粟津邦彦（阪大・院工）「中赤外自由電子レ
ーザーのライフサイエンス分野への応用」

¡中井浩二（東京理大・総合研）「赤外FEL利
用技術普及の道」
理想的な放射線測定器を求めて
¡森　千鶴夫（愛知工大）「イメージング計測
の立場などから」

¡片桐政樹（原研・東海）「J-PARCなどの立場
から」

¡檜野良穂（産総研）「標準の立場から」
¡中村尚司（東北大名誉教授）「遮蔽、宇宙、
保険物理の立場から」
学校における放射線教育の新しい展開
¡江田　稔（青森大・院環境/元文科省）「新学
習指導要領におけるエネルギー・環境・放射
線教育について」

¡黒杭清治（元芝浦工大教授）「「放射線」に対
する教員の再教育は急務」

¡長谷川圀彦（静岡大名誉教授）「学校教員を
対象としたエネルギー・環境・放射線セミナ
ー実施の現状と課題」

¡渡部智博（立教新座中・高等学校教諭）「学
校における放射線教育の実践とその在り方に
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ついて」
¡大野新一（理論放射線研究所）「放射線をも
っとわかり易くする方法について」

3. 第11回国際放射線防護学会（11th International
Congress of the International Radiation
Protection Association, IRPA-11）
田上恵子（放射線医学総合研究所）

2004年5月23日から28日にスペイン・マドリ
ッドのMadrid City Congress HallでIRPA-11が開
催された。今回は“Widening the Radiation
Protection World”をテーマとして、事前登録だ
けでも80カ国1330名以上となる大きな学会であ
った。前回2000年の大会が広島で開かれたこと
もあり、日本からは100名以上の参加があり、こ
れはスペインからの参加者数についで多かった。
テーマは次の 9つに分類されていた：Societal
influences, Radiation effects, Radiological protec-
tion system and regulation, Radiation protection in
the workplace, Protection against non-ionising
radiation, Radiation protection of patients, Radia-
tion protection of the public, Incidents and acci-
dents, Dosimetry and instrumentation、である。
会議の詳細については、http://www.irpa11.com/
から閲覧することができる。
上記分類に沿った形でパラレル・セッションも

4部屋に分かれて開かれたが、パネルセッション
5つ（「低線量における放射線影響について何が
解明されたのか？」、「21世紀に向けての ICRPの
新勧告」、「電場および磁場とがん」、「放射線防護
における自然放射能諸問題」、「放射線防護におけ
る社会的観点と公衆参加」）はパラレルで行われ
ることなく大会場で行われた。それぞれ1時間半
から2時間とられていたが、どれも熱心な討論が
行われた。特に ICRP新勧告では、Dr. R. Clark
（ICRP）による紹介に引き続き、壇上で数人がコ
メントしていたが、放医研の藤元氏もパネラーと
して登壇した。このセッションでは各国の情勢、
研究者らの見解の違いなどもあり、会場からの質
問が多く飛び交っていた。このIRPA の会議自体
は、科学に基づいて研究者らが環境防護について
討論しているのだが、とはいっても全体に政治色
が強いので、一研究者としては理解に苦しむ場面

も多かったのが実感である。
ところで、環境放射能分野に関するセッション
のなかで一つ取り上げておきたいのは、「環境の
放射線防護」である。これについてはすでに日本
原子力研究所の天野氏より報告（放射化学ニュー
ス第9号22-23ページ参照）があったが、昨年10

月に行われたストックホルムでの会議の流れを汲
んだもので、さらに方針がはっきりしてきた。こ
れまで放射線防護では人を防護していれば環境は
守れるとしてきたが、実際にそうであるのか検証
する必要があるのではないか？という考えが基本
にある。そこで、生態系を対象とした放射線防護
を考慮し、そのための枠組みを作ろうではないか、
という動きである。つまり「標準人」があるよう
に「標準生物」という考え方を取り入れ、一次レ
ファレンス生物（例えば、アヒル、サケ、松、等）
への影響に関するパラメータを埋める作業が開始
されつつある。こうした動きが本当に科学として
興味深いかどうかは別として、社会ニーズに対応
することもまた必要なのではないかと考えさせら
れた。
なお、2008年10月にはアルゼンチンのブエノ

スアイレスでIRPA-12が開かれることが決定して
いる。

4. 第6回環境放射能･放射線夏の学校
福田紋子（熊本大学自然科学研究科）

今年も「環境放射能･放射線夏の学校」が平成
16年8月2日～4日の3日間にわたり開催されま
した。6回目となる今回は、小村和久先生（金沢
大学）を校長とし第1・2回目の開催地でもある
石川県で行われました。主催である金沢大学を始
め、サイクル機構、環境科学技術研究所、産総研、
原研、福井県原子力センター、放医研、京都大学、
熊本大学、長崎大学、新潟大学、立教大学から約
40名が石川県青少年総合研修センターに集まり、
交流を深めました。
この学校の特徴のひとつに参加者全員に発表す
る機会が設けられていることがあります。ベテラ
ンの先生や研究員の方々の前で発表することは、
私たち学生にとっては大変緊張するものでした
が、自分の研究について多くのアドバイスを頂け
る貴重な機会となりました。みなさんの発表は多
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岐にわたり、私にとっては初めて聞くこともあり
大変興味深いものでした。ここではほんの一部で
はありますが、話題提供されたものを紹介いたし
ますと、環境中物質移行モデルの構築とモデルシ
ミュレーション、プルトニウムの迅速分析法の開
発、海水中のレニウムの挙動、環境生物および生
態系に対する放射線の影響に関する研究、食事摂
取基準などのタイトルがありました。
また招待講演として長谷川孝徳先生（石川県立
歴史博物館）による“金沢学－加賀百万石の政
策－”が行われました。過去の政策と現在の政策
を対比させながら話してくださったので大変わか
りやすく、歴史を学ぶことの大切さを再認識する
ことができました。
2日目の午後にはエクスカーションとして尾小
屋地下測定室見学が用意されており、小村先生の
丁寧な説明の下、世界トップレベルの測定室を見
ることができました。測定室が洞窟内にあること

にも驚きましたが、検出器の数やバックグラウン
ドの低さにも驚かされました。
この夏の学校に参加して教官、研究員、学生と
いうそれぞれの立場で環境放射能・放射線に関わ
る人とお話しすることにより、大変刺激を受けた
と同時にこれから研究を進める上での大きな励み
となりました。なお、次回の「第 7回環境放射
能・放射線夏の学校」は百島則幸先生（熊本大学）
を校長として開催されることが決定しました。今
年と同じように時期は8月上旬、熊本大学主催で
はありますが、会場は交通の便を考えて福岡市に
なりそうです。来年も数多くの学生と研究者の皆
さんにお集まりいただいて、さらに充実したもの
になることを期待しております。
最後になりましたが、主催である金沢大学

LLRLの方々のお陰で有意義な3日間を過ごせた
ことに感謝いたします。
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1. 第4回先端基礎研究国際シンポジウム（ASR
2004）
The Fourth International Symposium on
Advanced Science Research 
－Advances in Heavy Elements
Microbiology Research (ASR2004)－
主催 日本原子力研究所 先端基礎研究センター
共催 電力中央研究所、日本放射化学会、原子

力学会バックエンド部会
会期 平成16年11月15日（月）、16日（火）

（2日間）
会場 日本原子力研究所　東海研究所　先端基

礎研究交流棟　大会議室
主な講演者

Dr. G. Choppin（米国、フロリダ州立大学）
Dr. A.J. Francis（米国、ブルックヘブン国立

研究所）
杤山　修教授（東北大学）
Dr. T. Beveridge（カナダ、ゲルフ大学教授）
Dr. K. Pedersen（スウェーデン、ゲーテボル

グ大学教授）
Dr. J. Lloyd（英国、マンチェスター大学教授）
Dr. Y. Wang（米国、サンディア国立研究所、

主任研究員）
会議内容

アクチノイドなど重元素と微生物との相互作
用の微視的機構の実験的、理論的解明に関する
最新の成果や今後の展望に関する発表を行う。
プログラムは基調講演、一般講演及びポスター
発表で構成される。トピックスしては次の４項
目を中心に取り上げる。
（1）微生物細胞膜への吸着及び化学状態変化
（2）生体膜構造とイオン透過機構
（3）アクチノイド化学
（4）理論的解析
連絡先

Toshihiko OHNUKI, Symposium secretary

Research Group for Heavy Elements Microbiology,
Advanced Science Research Center,
Japan Atomic Energy Research Institute
2 Shirakata, Tokai, Ibaraki 319-1195, Japan
Phone : (81) 29 282 5361, Fax : (81) 29 282 5927
e-mail : asr2004@popsvr.tokai.jaeri.go.jp

2. テクネチウムに関する国際シンポジウム
－科学と利用－

International Symposium on Technetium
－Science and Utilization－ (IST-2005)

会期 平成17年（2005年）5月24日（火）～5月
27日（金）

会場 核燃料サイクル開発機構大洗工学センター
（大洗）

概要 本シンポジウムは、放射性元素であるテ
クネチウムをキーワードとして、種々の
分野の第一線の研究者が集い、研究発表
と議論を通じて学術情報交換を行う会議
である。
テクネチウムは人工元素であるのにも関
わらず、種々の学問分野が社会の課題と
密接に関わりながら、その研究が進展し
ている。たとえば、現在、Tc-99m（半
減期6時間）は「放射性医薬」として世
界的に最も多く利用されているラジオア
イソトープであり、我が国においてもそ
の使用量は群を抜いて多い。これは、
種々の核医学診断に適用できるように多
数のテクネチウム化合物が開発されてき
たからで、その設計と合成にあたっては
錯体化学や薬学の進展がその支えとなっ
ている。一方、テクネチウムは「環境及
びエネルギー」分野にも深く関わってい
る。過去の大気圏核実験により生成した
Tc-99（半減期21万年）が環境中に幅広
く分布することになったが、近年におい

情報プラザ
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てもヨーロッパでは核燃料再処理施設か
らのTc-99の海洋放出が続いており、そ
の環境中の動態及び生物への濃縮に関す
る研究の重要性が認識されている。また、
原子炉の核燃料中には多量のTc-99が生
成するが、その「再処理過程」における
挙動の複雑さが知られており、この解決
には高い放射線線量下におけるテクネチ
ウムの水溶液化学、物理化学研究が不可
欠である。さらに、多量のTc-99を含む
「高レベル放射性廃棄物」は最終的に深
地層に処分される計画であるが、処分後
における「超長期的な環境中の移行研究」
の重要性も認識されている。
以上のように、テクネチウムの研究は学
際的な広がりを示すとともに、種々の学
問分野が関わる境界領域にその特色があ
るため、分野間を越えた最前線の研究情
報交換が重要である。本シンポジウムは
この基盤に立脚し、核化学、無機・分析
化学、物理化学、錯体化学、環境科学、
宇宙地球科学、放射性医薬、核燃料再処
理、核廃棄物の分離と核変換など、幅広
い分野をその対象とする。個々の分野の
研究進展及びトピックスを基調講演とし
てそれぞれのセッションに配置し、テク
ネチウム科学研究の全体を見渡せるよう
に工夫する。このような分野を越えた研
究交流により、今後のテクネチウム科学

の発展に資することが本シンポジウムの
目的である。
なお、本シンポジウムのプロシーディン
グスは JNRS誌の特別号に掲載する予定
である。
（シンポジウムの詳細は

http://technetium.chem.tohoku.ac.jp/）

連絡先

T. Sekine

Department of Chemistry, Graduate School of
Science, Tohoku University, Sendai 980-8578,
Japan
Tel : 81-22-217-6596 Fax : 81-22-217-6597

M. Ozawa

O-arai Engineering Center, Japan Nuclear
Cycle Development Institute, Ibaraki 311-1393,
Japan
Tel : 81-29-267-6918 Fax : 81-29-267-5180

E-mail address of the symposium office : 
ist2005@technetium.chem.tohoku.ac.jp

3. Asia-Pacific Symposium on Radiochemistry
’05 (APSORC2005)

会場 中国北京
会期 平成17年（2005年）10月17日～21日

http://www.ihep.ac.cn/apsorc2005/
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Equilibrium charge of heavy recoil atom in
helium gas －The way to a new element
discovery－
（ヘリウムガス中の重い反跳原子の平衡電荷

－新元素発見への道－）

加治大哉（理化学研究所　加速器基盤研究部
ビーム分配技術開発室）

学位授与：新潟大学（主査：橋本哲夫）
平成15年3月25日

人類はこれまでに100を超える元素を発見して
きているが、日本の研究グループ主導により発見
がなされた元素は一つも存在しない。国内初の新
元素発見を目的として、原子番号113番以上の新
元素探索を行う計画が理化学研究所の重イオン線
形加速器施設で進行している。新元素探索には気
体充填型反跳分離装置（GARIS）を用いるが、
GARISを適切に動作させるためには目的とする
新元素に対するヘリウムガス中での平衡電荷を知
る必要がある。これまでに、超アクチノイド元素
領域における平衡電荷に関する実験データは存在
せず、またアクチノイド元素から予測される系統
性についても信頼に足るものが存在しなかった。
そこで、Pb（Z=82）からDs（Z=110）までの重元
素に対するヘリウムガス中での平衡電荷を系統的
に調べ、新元素探索のためのGARISの磁場設定
条件について考察することを目的として研究を行
った。

反跳原子の源として、ラザフォード散乱による
標的の0度方向への反跳核（169Tm, 208Pb, 209Bi）お
よび核反応による反応生成核（193Bi, 196Po, 200At,
204, 203Fr, 212Ac, 234Bk, 245Fm, 254No, 255Lr, 265Hs）を用
いて測定を行った。薄い標的を反跳によって飛び
出した原子をGARISにより入射粒子やその他の

副反応生成物と分けて検出器系へと収集した。検
出器系には、原子1個から核種を同定できるよう
な信頼できる検出器システム（2台の飛行時間検
出器と位置感応型半導体検出器を組み合わせた検
出器）をGARISの焦点面に設置した。GARISの
磁場設定条件を変えながら、各々の反跳核に対し
てヘリウムガス中における平衡電荷を測定した。
得られた平衡電荷は、Bohrモデルに基づいて反
跳速度依存性の観点から議論し、（超）重元素探
索のための経験式を導出した。

（超）重重元素領域に対するこの経験式の妥当
性を示すために、208Pb (64Ni, n) 271Ds反応を用いて
110番元素探索を行った。蒸発残留核のアルファ
壊変エネルギー・壊変時間・反応断面積という全
ての観点において、271Dsを合成したという実験
的証拠を得た。これにより、ヘリウムガス中にお
ける110番元素の平衡電荷を測定することに成功
し、経験式の妥当性を示すことができた。また、
この反応に対する励起関数も合わせて測定した
が、ドイツの重イオン科学研究所（GSI）によっ
て先に報告された励起関数から約4 MeV高いエネ
ルギー方向へのピークのシフトを確認した。この
エネルギーの違いは、新元素探索の最適入射エネ
ルギーを決める上で極めて重要な情報源となる。

代表的な発表論文

1. D. Kaji, K. Morita, K. Morimoto, Y. L. Zhao, A.

学位論文要録



Yoneda, T. Suda, A. Yoshida, H. Kudo, K. Katori,
and I. Tanihata, J. Radioanal. Nucl. Chem. 255,
77 (2003).

2. K. Morita, K. Morimoto, D. Kaji, H. Haba, E.
Ideguchi, R. Kanungo, K. Katori, H. Koura H.
Kudo, T. Ohnishi, A. Ozawa, T. Suda, K. Sueki, I.
Tanihata, H. Xu, A. V. Yeremin, A. Yoneda, A.
Yoshida, Y.-L. Zhao, and T. Zheng, Eur. Phys. J.
A21, (2004).

3. K. Morita, K. Morimoto, D. Kaji, H. Haba, E.
Ideguchi, J. C. Peter, R. Kanungo, K. Katori, H.
Koura H. Kudo, T. Ohnishi, A. Ozawa, T. Suda,
K. Sueki, I. Tanihata, H. Xu, A. V. Yeremin, A.
Yoneda, A. Yoshida, Y.-L. Zhao, T. Zheng, S.
Goto, and F. Tokanai, J. Phys. Soc. Jap. 73, 1738
(2004).

4. K. Morita, K. Morimoto, D. Kaji, H. Haba, E.
Ideguchi, J. C. Peter, R. Kanungo, K. Katori, H.
Koura H. Kudo, T. Ohnishi, A. Ozawa, T. Suda,
K. Sueki, I. Tanihata, H. Xu, A. V. Yeremin, A.
Yoneda, A. Yoshida, Y.-L. Zhao, T. Zheng, S.
Goto, and F. Tokanai, Nucl. Phys. A734, 101
(2004).

5. K. Morimoto, K. Morita, D. Kaji, S. Goto, H.
Haba, E. Ideguchi, R. Kanungo, K. Katori, H.
Koura H. Kudo, T. Ohnishi, A. Ozawa, J. C. Peter,
T. Suda, K. Sueki, I. Tanihata, F. Tokanai, H. Xu,
A. V. Yeremin, A. Yoneda, A. Yoshida, Y.-L.
Zhao, and T. Zheng, Nucl. Phys. A738, 129 (2004).

☆

Alpha-decay Properties of Neutron-deficient
Americium Isotopes
（中性子不足アメリシウム同位体のアルファ壊変

特性）

阪間　稔（徳島大学医学部保健学科　放射線技
術科学専攻　医用放射線科学講座）

学位授与：東京都立大学（主査：海老原充）
平成16年2月19日

中性子不足アクチノイド核種領域には、半減期
が数分と予測されているにもかかわらず、未発見
の核種や存在が確認されていても壊変特性データ
の不明確な核種が多数ある。この核種領域での核
的特性研究が遅れている理由として、第一に、そ
れら核種の位置する陽子ドリップライン近傍で
は、中性子の分離エネルギーが強くなるため、蒸
発残留核が生成したとしても残存する確率が低
い。第二に、これら核種の主要な壊変形式が電子
捕獲壊変（>90%）であると予想され、核種同定
においては、電子捕獲壊変に伴う特性X線を検出
する必要性がある。そのためバックグラウンドと
の競争から検出限界が高くなり、核種同定を困難
なものにさせている。しかしながら、この核種領
域での未知核種の探索とその壊変特性に関する研
究は、陽子ドリップライン近傍の原子核の安定性
や核構造、変形度などを理解する上で、重要な情
報を与えてくれる。特に、この核種領域のα壊変
エネルギーは、重・超アクチノイド核種の原子核
質量を直接的に精度良く決定することができる重
要な物理量であり、その原子核質量値より重・超
アクチノイド核種の安定性や生成過程、核構造へ
の解明につながる。本研究は、中性子不足アクチ
ノイド核種領域に位置するアメリシウム同位体
（233Am、234Am、235Am、236Am）に着目し、新核
種探索ならびにアルファ壊変特性の解明を目的と
した。
本研究は、日本原子力研究所タンデム加速器に
あるガスジェット－オンライン同位体分離器
（JAERI-ISOL）を用いて行った。この研究の初段
階では、装置の効率向上試験を行い、これまでの
Am元素に対する全搬送分離効率を約10倍まで向
上させることに成功した。この高効率化した同位
体分離器を用いて、中性子不足アメリシウム同位
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体のα線測定を行ったところ、初めて新核種
233Amの同定及び 235Amのα壊変の観測に成功し、
さらに、これまで信頼性の低い 234Amや 236Am、
229Np（233Amのα娘核種）のα壊変特性データに
対して、より精度の優れた値を提供することがで
きた。
本研究で得られたα壊変特性データをもとに中
性子不足アクチノイド核種領域の奇偶核と奇核に
関するα壊変部分半減期とα壊変エネルギーとの
関係を調べた。この関係からα壊変に対する抑止
因子の導出として、近傍の偶核の実験データ（抑
止因子= 1の主α遷移データ）から内挿されるパ
ラメータをAmとNpに適用させ、それらの比か
ら抑止因子を導出した。その結果、233Am、235Am、
236Am及び 229Npのα壊変は、主α遷移であるこ
とを確認した。また、奇偶核のAmについて、α
壊変した後のNpのエネルギー準位が、中性子数
の減少とともに基底準位に接近していることを系
統的に確認した。これらをもとにAmのQα値及
び原子核質量値を求め、理論計算値や系統的評価
値との比較したところ、100～300 keV範囲内で
実験値を再現していることを確認した。

代表的な発表論文

1. M. Sakama, M. Asai, K. Tsukada, S. Ichikawa, I.
Nishinaka, Y. Nagame, H. Haba, S. Goto, M.
Shibata, K. Kawade, Y. Kojima, Y. Oura, M.
Ebihara, and H. Nakahara, α-decays of neutron-
deficient americium isotopes, Phys. Rev. C 69,
014308 (2004).

2. M. Sakama, K. Tsukada, M. Asai, S. Ichikawa, H.
Haba, S. Goto, Y. Oura, I. Nishinaka, Y. Nagame,
M. Shibata, Y. Kojima, K. Kawade, M. Ebihara,
and H. Nakahara, New isotope 233Am, Eur. Phys.

J. A 9, 303-305 (2000).
3. M. Sakama, K. Tsukada, M. Asai, S. Ichikawa, H.

Haba, S. Goto, I. Nishinaka, Y. Nagame, Y. Oura,
Y. Kojima, A. Osa, M. Shibata, K. Kawade, M.
Ebihara, and H. Nakahara, Nuclear decay prop-
erties of the neutron-deficient actinides, J. Nucl.

Sci. Technol., Sup. 3, 34-37 (2002).
4. M. Asai, M. Sakama, K. Tsukada, S. Ichikawa, H.

Haba, I. Nishinaka, Y. Nagame, S. Goto, K.

Akiyama, A. Toyoshima, Y. Kojima, Y. Oura, H.
Nakahara, M. Shibata, and K. Kawade, Decay
studies of neutron-deficient Am, Cm, and Bk
nuclei using an on-line isotope separator, J. Nucl.

Radiochem. Sci. 3, 187-190 (2002).
5. S. Ichikawa, K. Tsukada, M. Asai, H. Haba, M.

Sakama, Y. Kojima, M. Shibata, Y. Nagame, Y.
Oura, and K. Kawade, Performance of the
multiple target He/PbI2 aerosol jet system for
mass separation of neutron-deficient actinide
isotopes, Nucl. Instr. and Meth. B 187, 548-554
(2002).

☆

Studies on the Isothermal Chromatography of
Rutherfordium and its Homologues, Zirco-
nium and Hafnium
（ラザホージウムおよびその同族元素（ジルコニ

ウム、ハフニウム）の等温クロマトグラフに関す

る研究）

佐藤（金子）哲也（日本原子力研究所 物質科学
研究部加速器管理室）

学位授与：新潟大学（主査：橋本哲夫）
平成15年3月25日

104番元素ラザホージウム (Rf)は、周期表上で
は4族に配置されており、最初の超アクチノイド
元素である。4族元素はそのハロゲン化物が昇華
性をもつことが知られており、同族のZr, Hfの塩
化物はマクロ量で非常によく似た性質を示すこと
がわかっている。周期表からの外挿によればRf
塩化物はZr, Hf塩化物に比べてずっと揮発性が低
いことが予想されている一方、相対論計算によれ
ば、RfはZrやHfと同じか、より高い揮発性を持
つことが予想されている。このようなRf塩化物
の揮発性について、気相化学分離法のひとつであ
る等温ガスクロマトグラフ法を用いて検討が行わ
れ、これまでにもいくつかの報告があるが、Zr,
Hf およびRf塩化物の揮発性については、未だあ
いまいな点が多い。そこで、本研究では超アクチ
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ノイド元素の気相化学実験に適用可能なオンライ
ン等温ガスクロマトグラフ装置を開発し、さらに
開発した装置を用いてRf塩化物の気相化学実験
をおこなった。
超アクチノイド元素の化学分離のためには、高
い効率と迅速性をもつ化学装置と、分離後の分析
のために、化学分離された化学種を測定系へと輸
送するための再搬送装置が必要となる。効率のよ
い化学反応を選択するために、超寿命のZrおよ
びHfトレーサーを用いて揮発性塩化物の最適な
生成条件を求めた上で、加速器で生成した短寿命
のZr同位体について本化学装置を適用した。ト
レーサー実験で求めた反応条件が、確かにオンラ
イン実験にも適用でき、塩素化については80%の
効率で、また再搬送については約25%の効率で化
学分離を行うことができることがわかった。また
その反応が十分迅速であることを確認することが
できた。さらにこの化学分離によって核反応の副
生成物として生成される1族、2族および3族元
素を非常に高い効率で除くことができることを確
かめた。
次に、以上のように求めた4族塩化物実験のた
めの最適条件で、Zr, HfおよびRfについて本装置
を用いて検討を行った。この際、これら3元素を
同時生成することで、その挙動を本研究で初めて
直接比較することができた。等温カラム温度に対
する相対収率の変化について比較をおこなったと
ころ、すべて同様な挙動を示すことがわかった。

Zr, Hfはマクロ量でもその性質が非常によく似て
おり、今回の結果がそれに矛盾しないことから、
Rf塩化物がZrやHf塩化物とよく似た傾向をもつ
ことを確かめることができた。
本研究は主に原研タンデムにておこなった。ご
指導いただきました新潟大の工藤久昭先生ならび
に原研の永目諭一郎先生をはじめ皆様に感謝申し
上げます。

代表的な発表論文

1. Isothermal Gas Chromatography of Chlorides of
Zr and Hf as Rf Homologs; T. Kaneko, S. Ono, S.
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H. Kudo, J. Radioanal. Nucl. Chem. 255 (2003)
381-384

2. Reaction of LaCl3 with dipivaloylmethane in gas
phase; T. Kaneko, K. Tamura, S. Kimura, H.
Kudo, J. Radioanal. Nucl. Chem. 240 (1999) 53-57
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1. 日本学術会議法の一部改正に伴う制度の変更
等について

先の国会で「日本学術会議法の一部を改正する
法律」衆参両院で満場一致で可決・成立し、平成
16年4月14日に公布、一部が既に施行されてい
る。この改正により、日本学術会議会員の推薦制
度が変更され、「登録学術研究団体」制度も同日
をもって廃止された。これまで、「登録学術研究
団体」は自動的に「広報協力学術団体」として指
定されていたが、「登録学術研究団体」制度の廃
止後も、当面「広報協力学術団体」として学術会
議と連携・協力することが要請されている。平成
16年4月19～21日開催の第142回総会では日本
学術会議法の一部を改正する法律の概要につい
ての報告があった。以下にその改正の概要をま
とめる。
（i）会員制度の改革
（a）会員選考方法の変更
登録学術研究団体を基礎とした推薦制から、日
本学術会議が会員候補者（210人程度）を選考
する方法に変更する。初回会員のみ、日本学術
会議会員候補者選考委員会が選考する。

（b）定年制の導入・再任の禁止
70歳定年制を導入し、任期を6年として再任を
禁止する。

（c）半数改選制の導入
3年ごとに半数の会員を改選する。

（ii）内部組織の改革
（a）部の大括り化
現行の7部制から、「人文科学」、「生命科学」、
「理学及び工学」の3部制とする。
（b）連携会員の新設
研連を廃止し、連携会員を新設する。連携会員
は会員と連携して日本学術会議の職務の1部を
行う。定年を75歳前後とする。（定員は決めな
いが、2300人程度）

（c）幹事会の設置

総会主義を排除するために、運営審議会を幹事
会に改組し、職務・権限の一部の委任を可能と
する。

（d）副会長の増員
会長の補佐機能を強化するために副会長1人を
増員し、国際交流・協力に対応する。

（iii）内閣府への移管
内閣総理大臣の下、総合科学技術会議と連携し、
我が国の科学技術の推進に寄与することが求め
られる。総合科学技術会議はtop-down的に科学
技術政策を形成するのに対し、日本学術会議は
従来通り科学者の意見を幅広く集約し、いわば
bottom-up的に政策提言することが期待される。

（iv）施行日
平成17年10月1日を施行日とする。但し、初
回会員の選考に係る部分は交付の日（平成16

年4月14日）、内閣府への移管に係る部分は平
成17年4月1日。今19期研連は、平成17年9月
30日を持って終了する。

2. 化研連からのお知らせ
（i）平成17年度科研費審査委員候補者の推薦
平成17年度からはこれまでの方式を改め、日
本学術振興会は審査委員候補者の情報を広く収
集し、蓄積したデータをもとに審査員を選定す
る方式を採用する。化研連は審査委員候補者の
情報提供をおこなった。

（ii）第3期科学技術基本計画への化研連からの提言
このことについて、提言を検討した。化研連と
しては、実験研究環境の整備の必要性と関連づ
けて、特に、基礎研究の重要性を提言すべきで
あるとの強い意見が出された。

（iii）学術会議改革に関連して、研連では特に以
下の点について議論した。

（a）3部制における会員選出で、化学と生物の境
界領域の連続性を如何にして保つか。
（b）化研連の国際交流機能（対 IUPAC）を今後

学術会議だより

海老原　充（東京都立大学大学院理学研究科化学専攻）
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どう維持するか。IUPACへの会費支払い窓口と
しては化研連相当の組織は存続しても、活動は学
協会にまかせることなろう。

（iv）IUPACの事務局を日本で引き受ける体制を
急ぐ必要がある。



1. 学会のシンボルマークについて
昨年の年会で学会のシンボルマークの募集と選定投票を致しました。その結果、とくに高得点を得た
シンボルマークがなかったことより、最高得点を得たシンボルマークの作成者に再度学会の意向等を話
し、その後たびたびの修正を経て、このたびの理事会でこのシンボルマークを定めました。
図は核、原子、放射線等を図案化しています。今後このマークに親しみを持って下さい。
作成者　神谷二郎（九州環境管理協会）

マーク

ロゴマーク展開
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学会だより




